
令和 6 年 9 月

令和 7 年度 令和 16 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,190 円 3,120 円

3,190 円 3,128 円

3,190 円 3,132 円令和5年度 令和5年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

公衆浴場汚水(税抜き)
　1㎥当たり　50円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

その他の使用料金体系の設定はありません

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度

令和4年度 令和4年度

処 理 場 数 2処理場（羽山、北作）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

実績ありません

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料(税抜き)
　10㎥まで　　1,420円
超過使用料(税抜き)
　11㎥～20㎥　　148円/㎥　　31㎥～50㎥　 162円/㎥　　101㎥以上　178円/㎥
　21㎥～30㎥　　155円/㎥　　51㎥～100㎥　170円/㎥

全部適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 1,063.04（人/㎢）
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無

処 理 区 数 2処理区（羽山、北作）

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成9年度
（供用開始後26年経過）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

別添２－1

須賀川市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 須賀川市

事 業 名 ： 特定環境保全公共下水道事業



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析　　　別紙のとおり

２．将来の事業環境

（１）

（２）

本市最上位計画である須賀川市第9次総合計画における人口予測に基づき算定しました。
計画期間内においては、初年度の令和7年度をピークに人口減少を見込んでいるため、有収水量も減少する見通しです。

　有収水量　　令和7年度：51,151㎥/年　　→　　令和16年度：48,766㎥/年　　▲2,385㎥/年（▲4.66％）

処理区域内人口の予測

本市最上位計画である須賀川市第9次総合計画における人口予測に基づき算定しました。
計画期間内においては、初年度の令和7年度をピークに減少する見通しです。

　行政区域内人口　　令和7年度：72,671人　　→　　令和16年度：68,487人　　▲4,184人（▲5.75％）
　処理区域内人口　　令和7年度：   485人　　→　　令和16年度： 　467人 　 ▲   18人（▲3.71％）
　水洗化人口　　　　令和7年度： 　485人　　→　  令和16年度： 　467人　　▲　 18人（▲3.71％）

有収水量の予測

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）
*4

該当ありません

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）
*5

該当ありません

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

施設の維持管理等を民間委託しています。
また、使用開始・中止受付、使用料の賦課・徴収等について
上下水道事業包括業務委託で実施しています。

 イ　指定管理者制度 該当ありません

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当ありません

職 員 数

経営課　17名（部長1名、課長補佐1名、係長3名、係員11名）
下水道施設課　13名（課長1名、課長補佐1名、係長2名、係員9名）
上記体制で、本事業と公共下水道事業、農業集落排水事業、特定地域戸別合併処理浄化槽整備事
業を運営しています。

事 業 運 営 組 織

平成28年度に水道部と建設部下水道課が統合し、上下水道部経営課（水道係、下水道係）、水道
施設課（事業係、管理係）、下水道施設課（建設係、管理係）の3課6係となりました。
令和2年度には、下水道事業の地方公営企業法適用に併せ、経営課を業務内容によって横断的に
区分し、企業会計係、業務係に改編し業務効率化を図りました。
さらに、令和4年度には、経営課を経営マネジメント係、経理係、料金サービス係へ改編し、更
なる効率化を図りました。



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

組織の見通し

水道事業、下水道事業の所管課が同一の部にあるメリットを活かすとともに、包括業務委託項目の拡充を見据えた執行体制
の見直しを検討します。

本事業は、｢公衆衛生の向上｣、｢公共用水域の水質保全｣が大きな目的であることに加え、市民に欠くことのできないライフ
ラインのひとつであることからイニシャル・ランニングコストを意識した投資や安定した経営を支えるための使用料水準の
検討を随時行い、事業を取り巻く環境が変化しても継続的に安定した事業経営を推進します。

使用料収入の見通し

本市最上位計画である須賀川市第9次総合計画における人口予測に基づき算定しました。
計画期間内においては、初年度の令和7年度をピークに処理区域内人口及び有収水量が減少すると見込んでいるため、使用料
収入も減少する見通しです。

　使用料収入　　令和7年度：8,011千円　　→　　令和16年度：7,637千円　　▲374千円（▲4.66％）

施設の見通し

令和4年度末時点で保有する資産について、固定資産台帳を基に法定耐用年数で物価上昇を考慮して再投資すると仮定した場
合の費用は、次のとおりです。将来的な再投資費用の抑制を図るために、様々な施設点検・調査を計画的に行うとともに、
その結果に基づく適切な維持管理の実施により、施設の延命化を図ります。

　令和7年度から令和36年度までの30年間で約14.3億円、1年あたり約0.5億円必要となる見通しです。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

動力費、修繕費、薬品費等に関する事項
　物価上昇率は、総務省が公表した「2020年基準消費者物価指数」の平成26年度から令和5年度における前年度比の平均値
　1.12％を基に算定しました。
　また、計画期間に設置から30年を経過する施設・設備を計画的に修繕するための費用を計上しています。

支払利息に関する事項
　新たな投資計画がないため、既存の企業債に対する利息償還額を計上しており令和14年度で償還完了となります。

目 標

本事業の施設整備は完了しており、新たな投資計画はありません。
一方で、計画期間に設置から30年を経過する施設・設備があることから、機械設備や電気設備等
の比較的耐用年数が短い資産や各種点検結果等に基づく予防修繕を計画的に行い、費用の平準化
を図ります。

現時点で新たな投資計画はありませんが、人口減少や節水志向の高まり等により処理場に流入する汚水量が減少傾向にあり、今後より
一層の施設利用率の低下が懸念されます。
こうした状況を踏まえ、維持管理費、施設更新費用の軽減を図るため、施設更新にあたっては、ダウンサイジング等を含めた検討が必要
であると考えられます。

目 標

本事業の処理区域内人口による普及率は100％となっており、収納率についても99％と高い水準
で推移しておりますが、経費回収率が類似団体平均値よりも低いことから、経費回収率の向上に
努めます。

使用料に関する事項
　本市最上位計画である須賀川市第9次総合計画における人口予測に基づき、現行の使用料体系で算定しました。
　処理区域内人口の減少に伴い、令和7年度に比べ令和16年度の使用料収入は、374千円(4.66％)の減少を見込んでいます。

一般会計補助金に関する事項
　令和14年度で企業債償還及び利息支払が完了することから、一般会計補助金の減少要因となる一方、動力費等において
　物価上昇を見込んだことから、計画期間内は横ばいで推移する見通しです。

企業債に関する事項
　施設整備は完了しており、計画期間内において新たな投資計画がないため、新たな借入はありません。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

概ね５年毎に見直しを行います。

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項 様々な調査・点検結果等に基づく、計画的な修繕の検討を行います。

委託費に関する事項 委託内容・方法の見直しによる経費節減について引き続き検討を行います。

その他の取組 上記以外についても、国や県、社会情勢などを見ながら検討を行います。

調達費用を節減に向け、調達方法等を引き続き検討を行います。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
包括業務委託項目の拡充について引き続き検討を行います。

職員給与費に関する事項 該当ありません

動力費に関する事項
施設更新等に省エネルギータイプの機器を導入するなど、経費節減について
引き続き検討を行います。

使用料の見直しに関する事項

水洗化率は100％となっていますが、処理場あたりの接続件数が極端に少ない
ことから、令和5年度決算における経費回収率は約35％と低い状況となってい
ます。
一方で使用料単価は150円/㎥以上となっていることから、一定の一般会計補
助金によって事業運営をしていますが、今後策定予定の下水道ビジョン(仮
称)等において、使用料水準の検討を行います。

資産活用による収入増加
の取組について

該当ありません

その他の取組 該当ありません

投資の平準化に関する事項
施設更新にあたっては、様々な調査・点検結果に基づく予防修繕の実施等に
より施設の延命化を図り、投資額の平準化・抑制について検討します。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

ウォーターPPPの導入について積極的に調査・研究を進めます。

その他の取組 　該当ありません

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容
等を記載すること。

広域化・共同化・最適化に関する事項
福島県汚水処理事業広域化・共同化計画に基づき、人材育成の共同化（勉強
会の共同開催等）、災害時対応の共同化（災害時合同訓練等）の実施につい
て検討します。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 7,833 8,097 8,053 8,011 7,968 7,926 7,884 7,843 7,801 7,760 7,719 7,678 7,637
(1) 7,833 8,097 8,053 8,011 7,968 7,926 7,884 7,843 7,801 7,760 7,719 7,678 7,637
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 44,234 40,666 40,319 41,528 41,172 41,078 41,100 41,130 41,220 41,392 41,638 41,959 42,283
(1) 34,365 30,798 30,452 31,661 31,305 31,211 31,233 31,263 31,353 31,525 31,771 32,092 32,416

34,365 30,798 30,452 31,661 31,305 31,211 31,233 31,263 31,353 31,525 31,771 32,092 32,416
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 9,793 9,792 9,792 9,792 9,792 9,792 9,792 9,792 9,792 9,792 9,792 9,792 9,792
(3) 76 76 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75

(C) 52,067 48,763 48,372 49,539 49,140 49,004 48,984 48,973 49,021 49,152 49,357 49,637 49,920
１． 46,208 44,076 44,226 45,966 46,226 46,489 46,754 46,997 47,254 47,529 47,807 48,088 48,372
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 23,784 21,613 21,763 23,503 23,763 24,026 24,291 24,559 24,830 25,105 25,383 25,664 25,948
2,926 2,550 3,332 3,369 3,406 3,444 3,482 3,520 3,559 3,598 3,638 3,678 3,719
3,410 40 2,141 3,664 3,705 3,746 3,787 3,829 3,871 3,914 3,957 4,001 4,045

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
17,448 19,023 16,290 16,470 16,652 16,836 17,022 17,210 17,400 17,593 17,788 17,985 18,184

(3) 22,424 22,463 22,463 22,463 22,463 22,463 22,463 22,438 22,424 22,424 22,424 22,424 22,424
２． 5,859 4,687 4,071 3,411 2,843 2,413 2,119 1,882 1,665 1,521 1,451 1,448 1,448
(1) 4,050 3,337 2,623 1,963 1,395 965 671 434 217 73 3 0 0
(2) 1,809 1,350 1,448 1,448 1,448 1,448 1,448 1,448 1,448 1,448 1,448 1,448 1,448

(D) 52,067 48,763 48,297 49,377 49,069 48,902 48,873 48,879 48,919 49,050 49,258 49,536 49,820
(E) 0 0 75 162 71 102 111 94 102 102 99 101 100
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 75 162 71 102 111 94 102 102 99 101 100
(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(J) △ 14,963 △ 35,404 175 175 175 175 175 175 175 175 175 175 175

178 209 175 175 175 175 175 175 175 175 175 175 175
(K) 34,885 30,554 32,690 32,690 32,690 32,690 32,690 32,690 32,690 32,690 32,690 32,690 32,690

30,208 29,053 26,213 22,103 16,049 12,625 11,550 8,397 5,097 435 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,677 1,501 3,105 3,105 3,105 3,105 3,105 3,105 3,105 3,105 3,105 3,105 3,105
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 7,833 8,097 8,053 8,011 7,968 7,926 7,884 7,843 7,801 7,760 7,719 7,678 7,637

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N)

(O)

(P)
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

職 員 給 与 費
営 業 費 用

そ の 他 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

経 費

）

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

基 本 給

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支 払 利 息

修 繕 費
動 力 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金

流 動 負 債

収

益

的

収

入

営 業 収 益

材 料 費

補 助 金
他 会 計 補 助 金

そ の 他

令和16年度

0

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

支

出
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

そ の 他

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

退 職 給 付 費

令和14年度 令和15年度

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

令和12年度 令和13年度令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 16,232 13,492 9,432 3,424 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 272 150 50 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 0 272 16,382 13,542 9,432 3,424 0 0 0 0 0 0 0

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 0 272 16,382 13,542 9,432 3,424 0 0 0 0 0 0 0

１． 289 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 29,495 30,207 29,053 26,213 22,103 16,095 12,625 11,550 8,398 5,097 436 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 29,784 30,207 29,053 26,213 22,103 16,095 12,625 11,550 8,398 5,097 436 0 0

(E) 29,784 29,935 12,671 12,671 12,671 12,671 12,625 11,550 8,398 5,097 436 0 0

１． 12,631 12,671 12,671 12,671 12,671 12,671 12,625 11,550 8,398 5,097 436 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 12,657 12,671 12,671 12,671 12,671 12,671 12,625 11,550 8,398 5,097 436 0 0

17,127 17,264 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 161,777 131,570 102,517 76,304 54,201 38,106 25,481 13,931 5,533 436 0 0 0

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

34,365 30,798 30,452 31,661 31,305 31,211 31,233 31,263 31,353 31,525 31,771 32,092 32,416

16,681 16,008 15,294 14,634 14,066 13,636 13,342 13,080 12,849 12,705 12,635 12,632 12,632

17,684 14,790 15,158 17,027 17,239 17,575 17,891 18,183 18,504 18,820 19,136 19,460 19,784

0 0 16,232 13,492 9,432 3,424 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 16,232 13,492 9,432 3,424 0 0 0 0 0 0 0

34,365 30,798 46,684 45,153 40,737 34,635 31,233 31,263 31,353 31,525 31,771 32,092 32,416

令和15年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度令和7年度本年度 令和14年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

令和12年度 令和13年度 令和14年度

そ の 他

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

(A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金

令和16年度

令和16年度

計

純 計

令和15年度

企 業 債



供用開始年月日 平成9年8月1日

処理区域内人口 489人(令和5年度)

計算期間 自令和6年4月　至令和11年3月

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

8,097 7,968 7,968

0 0 0

30,874 31,247 31,247

38,971 39,215 0 39,215

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0

21,613 23,469 11,386 12,083

2,550 3,406 3,406

40 3,408 3,408

0 0 0

19,023 16,654 16,654

17,358 15,642 2,808 12,834

12,671 12,671 12,671

3,337 1,523 1,523

1,350 1,448 1,448

38,971 39,111 14,194 24,917

0

24,917

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 31.98

＜使用料水準についての説明＞

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

職 員 給 与 費

経 費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　本事業は、処理場あたりの接続件数が極端に少ないことから、令和5年度決算及び原価計算期間（令和6年度～令和10年度)におい
て、経費回収率が30％台と低い状況となっています。
　本事業の水洗化率は100％となっており、使用料単価についても150円/㎥を超えていることから、一定水準の使用者負担を求めている
状況であると考えられますが、多額の一般会計補助金によって事業経営をしているため、定期的な使用料水準の検討を行います。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場
合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るも
の）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水
道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実
情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

支 払 利 息

減 価 償 却 費

そ の 他

資 本 費

原価計算表

収　入　の　部

項 目

使 用 料 (X)

金　　　　　　　　額



2. 老朽化の状況

全体総括

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

　平成7年に事業着手、平成9年供用開始と比較的新
しい施設であるため、現時点で更新時期には至って
いないが、早い段階での長期的な更新計画策定がが
必要である。

　処理施設の処理能力に見合った汚水流入量がない
ため、施設利用率を上げることが必要である。

資金不足比率(％)

- 76.02 0.69 111.92 512 0.46 1,113.04 【】

①経常収支比率
　地方公営企業法適用後3年間の指標が100％となっ
ているが、今後も経営改善に向けた取組みが必要で
ある。
③流動比率
　流動比率がマイナスとなっている要因は下水道事
業会計として公共下水道事業、農業集落排水事業と
同一会計処理を行っているなかで、現金預金がマイ
ナスとなったためである。流動資産を増加させるた
め接続件数の増加の促進など使用料収入の増加を図
る必要がある。
⑤経費回収率
　郊外の宅地造成地の処理場として２か所稼働して
いるが、一方の処理場への接続が極端に少なく、新
たな接続もほとんどなく、維持費も賄えていない状
況である。
⑥汚水処理原価
　接続数が極端に少ないため、類似団体と比較する
と高い数値となっている。
⑦施設利用率
　接続数が少ないため、処理水量も少なく低い数値
となっている。
⑧水洗化率
　使用者に対し接続を促し、水洗化率100％を維持
していく。

令和4年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

3,190

処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

74,634

処理区域内人口(人)

279.43 267.09 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 非設置

経営比較分析表（令和4年度決算）
福島県　須賀川市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 0.00 0.00 0.00

平均値 - - 0.39 0.10 0.08

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 100.00 100.00 100.00

平均値 - - 105.78 106.09 106.44

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 2.99 5.98 8.97

平均値 - - 21.36 22.79 24.80

0.00

0.01

0.02

0.03

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 0.00 0.00 0.00

平均値 - - 0.01 0.01 0.02

①経常収支比率(％)

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 0.00 0.00 0.03

平均値 - - 63.96 69.42 72.86

△50.00

△40.00

△30.00

△20.00

△10.00

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 4.93 1.92 △42.89

平均値 - - 44.24 43.07 45.42

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 0.00 0.00 0.01

平均値 - - 1,258.43 1,163.75 1,195.47

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 25.20 36.11 30.61

平均値 - - 73.36 72.60 69.43

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 616.09 432.06 511.11

平均値 - - 224.88 228.64 239.46

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 10.00 10.41 10.50

平均値 - - 42.40 42.28 41.06

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 100.00 85.51 100.00

平均値 - - 84.19 84.34 84.34

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.54】 【65.93】 【44.25】 【1,182.11】

【85.67】【42.22】【220.62】【73.78】

【28.00】 【0.03】 【0.13】


